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自治体排出量カルテの説明資料（令和５年３月） 
1. 目的

「自治体排出量カルテ」は、全地方公共団体を対象に、環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル（算定手法編）（令和 5 年 3 月）」1（以
下「算定手法編」といいます。）の標準的手法に基づく CO2 排出量推計データ及び
特定事業所2の排出量データから地方公共団体の排出特性を把握し、的確な施策を行
うための補助資料となります。また、FIT 制度3による再生可能エネルギーの導入量
を併せて示すことにより区域の再生可能エネルギーの普及状況の把握及び関連施策
の検討に資する資料として御活用いただけます。さらに、2023 年 3 月時点で再生
可能エネルギー情報提供システム「REPOS（リーポス）」に掲載されている再生可
能エネルギーのポテンシャル情報を示した資料では、区域の再生可能エネルギーの
普及状況とポテンシャルを照らし合わせており、再生可能エネルギーの導入余地の
把握が可能です。 

2. データについて
「自治体排出量カルテ」に掲載しているデータは、以下の通りです。

 環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定支援サイト」
部門別 CO2 排出量の現況推計
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei.html

 環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」開示データ
http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/request

 環境省「再生可能エネルギー情報提供システム【REPOS（リーポス）】」掲載データ
https://www.renewable-energy-
potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html

 経済産業省資源エネルギー庁「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」
「A 表 都道府県別認定・導入量」、「B 表 市町村別認定・導入量」
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary

1 環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令和 5 年３月）
< https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual3.html > 
2 本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）に基
づき、エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl/年以上である事業所又はエネルギー起源 CO2 以外のいず
れかの温室効果ガスの排出量が 3,000tCO2/年以上である事業所を指す 
3 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23 年 8 月 30 日法律第
108 号）に基づく再生可能エネルギーの固定価格買取制度 
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3. 留意点 
「自治体排出量カルテ」の値に関する留意点は以下のとおりです。 

 標準的手法に基づく CO2 排出量推計データの精度 
標準的手法に基づく CO2 排出量推計データは、統計による全国又は都道府県の炭

素排出量を簡易的に按分した値であり、その精度には限界があります。したがっ
て、地方公共団体が独自の方法で推計している値と乖離する場合や、特定事業所排
出量の合計値が標準的手法に基づく推計結果よりも大きく計上される場合がありま
す。より正確な排出量を求めたい場合、算定手法編の別の推計手法や地方公共団体
独自データによる推計と差し替えて御活用ください。 

 
 産業部門における本社等の扱い 

製造業の本社等は、産業分類では製造業に該当しますが、その用途としては業務
その他部門に該当します。標準的手法に基づく CO2 排出量推計データは、都道府県
別エネルギー消費統計を基に排出量を推計しており、工場の本社等の排出量は産業
部門ではなく、業務その他部門に含まれます。 

一方で、特定事業所排出量については、特定事業所の事業コード（日本標準産業
分類）に基づき部門別集計しているため、工場の本社等の排出量も産業部門排出量
に含まれます。ただし、東京都等の企業の本社ビルが集中している一部の地方公共
団体を除き、工場の本社等が各部門排出量に占める割合は１％程度かそれ未満であ
り、標準的手法に基づく CO2 排出量推計データとの比較における影響は軽微と考え
られます。 
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4. 構成について 
 「自治体排出量カルテ」の掲載項目は、以下のとおりです。 
 

表 4-1 自治体排出量カルテの掲載項目 
項目 内容 掲載方法 
目次シート 
CO2 排出量の傾向把握 
 
 
 
 

〇地方公共団体の部門・分野別排出量（標準的手法） 
 
 
 

１）排出量の部門・分野
別構成比 2005（平成
17）年度 

標準的手法に基づく CO2

排出量推計データの部門
等別排出量を集計 

円グラフ 
（2005 年度） 

２）排出量の部門・分野
別構成比 2013（平成
25）年度 

標準的手法に基づく CO2

排出量推計データの部門
等別排出量を集計 

円グラフ 
（2013 年度） 

３）排出量の部門・分野
別構成比 最新年度 

標準的手法に基づく CO2

排出量推計データの部門
等別排出量を集計 

円グラフ 
（2020 年度） 

４）部門・分野別の温室
効果ガス（CO2）排出量
の経年変化 

2005 年度及び 2007 年
度以降の部門等別指標の
推移 

積み上げ縦棒グラフ
（2005 年度、2007～
2020 年度） 

５）部門・分野別構成比
の比較（都道府県平均及
び全国平均） 

地方公共団体と該当都道
府県平均、全国平均の部
門・分野別の排出量構成
比の比較 

100％積み上げ横棒グラフ
（2020 年度） 

活動量の現状把握 
 
 
 
 

〇地方公共団体の活動量 
 
 

１）部門・分野別指標の
推移（廃棄物のみ排出量
の推移） 

標準的手法の部門・分野
別の活動量を経年で比較 

折れ線グラフ（2005 年
度、2007～2019 年度） 
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項目 内容 掲載方法 
地方公共団体の温室効果ガス（CO2）排出量の現状把握 
 
 
 

１ 地方公共団体の区域全体の排出量(標準的手法)に占める特定事業所のカバー率 
 
 
 

１）部門・分野別の温室
効果ガス（CO2）排出量
の経年変化4 

標準的手法による部門等
別排出量の推移 

積み上げ縦棒グラフ 
（2009～2020 年度） 

 
 ２）地方公共団体の区域

全体の排出量部門・分野
別構成比 

地方公共団体の区域全体
における特定事業所の部
門別排出量構成比 

円グラフ（2020 年度） 

 

２ 特定事業所の排出量5 
 
 

３）特定事業所排出量の
推移 

特定事業所の排出量の推
移 

積み上げ縦棒グラフ 
（2009～2019 年度） 

４）特定事業所の排出量
部門別構成比 

特定事業所の部門別排出
量構成比 

円グラフ（2019 年度） 

３ 特定事業所数及び１事業所当たり排出量 
 
 
 

５）特定事業所数及び１
事業所当たりの排出量推
移（産業部門） 

産業部門の特定事業所数
及び 1 事業所当たりの
排出量の推移 

業所数:縦棒グラフ、１事
業所当たりの排出量:折れ
線グラフ 
（2009～2019 年度） 

６）特定事業所数及び１
事業所当たりの排出量推
移（業務その他部門） 

業務その他部門の特定事
業所数及び 1 事業所当
たりの排出量の推移 

業所数:縦棒グラフ、１事
業所当たりの排出量:折れ
線グラフ 
（2009～2019 年度） 

７）特定事業所数及び１
事業所当たりの排出量推
移（エネルギー転換部
門） 

エネルギー転換部門の特
定事業所数及び 1 事業
所当たりの排出量の推移 

業所数:縦棒グラフ、１事
業所当たりの排出量:折れ
線グラフ 
（2009～2019 年度） 

 
4 １）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化で示す「部門・分野別の温室効果ガス
（CO2）排出量」は、「エネルギー起源 CO2」と「非エネルギー起源 CO2」、「非エネルギー起源 CO2

（廃棄物の原燃料使用）」を合計した排出量合計を示す。一方、「3)特定事業所排出量の推移」で示す
「特定事業所排出量」には、CO2 以外の温室効果ガス（CH4、N2O 等）も含む。 
5 本カルテの「特定事業所」は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）
に基づき、エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl/年以上である事業所又はエネルギー起源 CO2 以外
のいずれかの温室効果ガスの排出量が 3,000tCO2/年以上である事業所を指す 
環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」開示データ 
＜http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/request＞ 
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項目 内容 掲載方法 

 

 
 
 

８）製造業中分類別１事
業所当たりの排出量（全
国平均値との比較） 

産業部門の中分類別 1
事業所当たり排出量及び
全国値との比較 

横棒グラフ（2019 年度） 

９）業務その他部門大分
類別１事業所当たりの排
出量（全国平均値との比
較） 

業務その他部門の中分類
別 1 事業所当たり排出
量及び全国値との比較 

横棒グラフ（2019 年度） 

10）エネルギー転換部
門細分類別１事業所当た
りの排出量 

エネルギー転換部門の中
分類別 1 事業所当たり
排出量及び全国値との比
較 

横棒グラフ（2019 年度） 
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項目 内容 掲載方法 
地方公共団体の FIT 制度による再生可能エネルギー（電気）の把握 
 
 
 

１ 地方公共団体の再生可能エネルギー導入状況 
 
 
 

１）区域の再生可能エネ
ルギーの導入容量6 

FIT 公表情報の再生可能
エネルギーの設備別の導
入状況 

円グラフ（2021 年度） 

２）区域の再生可能エネ
ルギーの導入容量累積の
経年変化 

再生可能エネルギー導入
状況を経年で比較 

積み上げ縦棒グラフ 
（2014～2021 年度） 

３）区域の太陽光発電
（10kW 未満）の導入件
数累積の経年変化 

FIT 公表情報の太陽光導
入状況を経年で比較 

積み上げ縦棒グラフ 
（2014～2021 年度） 

２ 他の地方公共団体との再生可能エネルギーの導入容量の比較 
 ４）他の地方公共団体と

の再生可能エネルギー別
導入容量の比較 

FIT 公表情報の再生可能
エネルギー導入状況を同
一集計区分の地方公共団
体と比較 

積み上げ横棒グラフ
（2021 年度） 

３ 他の地方公共団体との再生可能エネルギー普及率等の比較 
 
 

５）他の地方公共団体と
の対消費電力 FIT 導入
比の比較 

区域の電気使用量当たり
再生可能エネルギー設備
による発電電力量を同一
集計区分の地方公共団体
と比較 

100％積み上げ横棒グラフ
（2021 年度） 

６）他の地方公共団体と
の太陽光発電（10kW 未
満）対世帯数 FIT 太陽
光導入比の比較 

区域の世帯数当たり太陽
光発電設備の導入件数を
同一集計区分の地方公共
団体と比較 

100％積み上げ横棒グラフ
（2021 年度） 

 
6 再生可能エネルギーの導入容量及び導入件数は、下記ウェブサイトから、全国及び都道府県の値は「A 表 
都道府県別認定・導入量」を、市町村の値は「B 表 市町村別認定・導入量」の数値（ただし、バイオマス
発電設備については、バイオマス比率を考慮したもの）を用いている。 
経済産業省資源エネルギー庁「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」 
< https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary> 
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項目 内容 掲載方法 
地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャルの把握 

 

1 地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

 

１）区域内の再生可能エ
ネルギーの導入ポテンシ
ャル 

「REPOS（リーポ
ス）」に掲載されている
再生可能エネルギーのポ
テンシャル情報（設備容
量、発電電力量） 

円グラフ、表 
（2022 年度※データ取得
年度） 

２）区域内の再エネ導入
ポテンシャルと再エネ導
入量（電力） 

再生可能エネルギー導入
ポテンシャルと再エネ導
入量（電力）値との比較 

横棒グラフ 
（2022 年度※データ取得
年度） 

３）区域内のエネルギー
需要に対する再エネ導入
ポテンシャル（電力） 

エネルギー消費量と再生
可能エネルギーのポテン
シャルの比較 

縦棒グラフ 
（2022 年度※データ取得
年度） 
※電力需要は 2020 年 

2 他の地方公共団体における再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

 

４）他の地方公共団体に
おけるエネルギー需要に
対する再エネ導入ポテン
シャル 

他の地方公共団体の電力
使用量と再生可能エネル
ギーのポテンシャルの比
較 

横棒グラフ 
（2022 年度※データ取得
年度） 
※電力需要は 2020 年 

他の地方公共団体との比較 
 
 
 
 

１ 部門・分野別排出量の比較（標準的手法）（令和元年度（2019 年度）) 
 
 

１）部門・分野別の温室
効果ガス（CO2）排出量
の比較 

特定事業所の部門別排出
量を同一集計区分の地方
公共団体と比較 

積み上げ横棒グラフ 
（2019 年度） 

２）部門・分野別の温室
効果ガス（CO2）構成比
の比較 

特定事業所の部門別排出
量構成比を同一集計区分
の地方公共団体と比較 

100%横棒グラフ 
（2019 年度） 
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項目 内容 掲載方法 

 

２ 区域全体の排出量に占める特定事業所排出量比率の比較（令和元年度（2019 年）
 
 

３）産業部門 標準的手法による部門等
別排出量と特定事業所排
出量の比較 

100%横棒グラフ 
（2019 年度） 

４）業務その他部門 標準的手法による部門等
別排出量と特定事業所排
出量の比較 

100%横棒グラフ 
（2019 年度） 

３ 特定事業所排出量の比較（令和元年度（2019 年） 
 
 

５）特定事業所排出量の
比較 

特定事業所排出量を同一
集計区分の地方公共団体
と比較 

積み上げ横棒グラフ 
（2019 年度） 

６）特定事業所数の比較 特定事業所数を同一集計
区分の地方公共団体と比
較 

積み上げ横棒グラフ 
（2019 年度） 

 ７）特定事業所排出量の
部門別構成比の比較 

特定事業所排出量の部門
別構成比を同一集計区分
の地方公共団体と比較 

100%横棒グラフ 
（2019 年度） 

特定事業所集計表シート 
 特定事業所排出量、事業所数を業種分類別に集計 表（2019 年度） 
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※人口が近い 28 市町村（都道府県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 
自治体排出量カルテ 目次シート  

自治体排出量カルテ　目次 札幌市

項目 表示形式 対象年度 具体内容

CO2排出量の傾向把握
　〇地方公共団体の部門・分野別排出量（標準的手法）

　　１）排出量の部門・分野別構成比 2005年度（平成17年度） 円グラフ 2005年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門等別排出量を集計

　　２) 排出量の部門・分野別構成比2013年度（平成25年度） 円グラフ 2013年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門等別排出量を集計

　　３) 排出量の部門・分野別構成比 最新年度 円グラフ 2020年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門等別排出量を集計

　　４) 部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 積上げ縦棒グラフ 2005,2007～2020年度 ・2005年度及び2007年度以降の部門等別指標の推移

　　５) 部門・分野別構成比の比較（都道府県平均及び全国平均） 100％積上げ横棒グラフ 2020年度 ・地方公共団体と該当都道府県平均、全国平均の部門・分野別の排出量構成比の比較

活動量の現状把握
　〇地方公共団体の活動量

　　１) 部門・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移） 折れ線グラフ 2005,2007～2020年度 ・標準的手法の部門・分野別の活動量を経年で比較

地方公共団体の温室効果ガス（CO2）排出量の現状把握
　１　地方公共団体の区域全体の排出量(標準的手法) に占める特定事業所のカバー率

　　１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 積上げ縦棒グラフ 2009年度～2020年度 ・2009年度以降の特定事業所の部門別排出量の推移

　　２）地方公共団体の区域全体の排出量部門・分野別構成比(2020) 円グラフ 2020年度 ・地方公共団体の区域全体における特定事業所の部門別排出量構成比

　２　特定事業所の排出量

　　３) 特定事業所排出量の推移 積上げ縦棒グラフ 2009年度～2019年度 ・特定事業所の排出量の推移

　　４) 特定事業所の排出量部門別構成比 円グラフ 2019年度 ・特定事業所の部門別排出量構成比

　３　特定事業所数及び１事業所当たりの排出量

　　５) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業部門） 縦棒グラフ 折れ線グラフ 2009年度～2019年度 ・産業部門の特定事業所数及び1事業所当たりの排出量の推移

　　６) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他部門) 縦棒グラフ 折れ線グラフ 2009年度～2019年度 ・業務その他部門の特定事業所数及び1事業所当たりの排出量の推移

　　７) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部門） 縦棒グラフ 折れ線グラフ 2009年度～2019年度 ・エネルギー転換部門の特定事業所数及び1事業所当たりの排出量の推移

　　８) 産業部門（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量 横棒グラフ 2019年度 ・産業部門の中分類別1事業所当たり排出量及び全国値との比較

　　９) 業務その他部門大分類別１事業所当たりの排出量 横棒グラフ 2019年度 ・業務その他部門の中分類別1事業所当たり排出量及び全国値との比較

　　10) エネルギー転換部門細分類別１事業所当たりの排出量 横棒グラフ 2019年度 ・エネルギー転換部門の中分類別1事業所当たり排出量及び全国値との比較

地方公共団体のFIT制度による再生可能エネルギー（電気）の現状把握
　１　地方公共団体の再生可能エネルギー導入状況

　　１）区域の再生可能エネルギーの導入容量 円グラフ 2021年度 ・FIT公表情報の再生可能エネルギーの設備別の導入状況

　　２）区域の再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化 積上げ縦棒グラフ 2014年度～2021年度 ・再生可能エネルギー導入状況を経年で比較

　　３）区域の太陽光発電（10kW未満）設備の導入容量累積の経年変化 積上げ縦棒グラフ 2014年度～2021年度 ・FIT公表情報の太陽光導入状況を経年で比較

　２　他の地方公共団体との再生可能エネルギーの導入容量の比較

　　４）他の地方公共団体との再生可能エネルギー別導入容量の比較 積上げ横棒グラフ 2021年度 ・FIT公表情報の再生可能エネルギー導入状況を同一集計区分の地方公共団体と比較

　３　他の地方公共団体との再生可能エネルギー普及率等の比較

　　５）他の地方公共団体との対消費電力FIT導入比の比較 積上げ横棒グラフ 2021年度 ・区域の電気使用量当たり再生可能エネルギー設備による発電電力量を同一集計区分の地方公共団体と比較

　　６）他の地方公共団体との太陽光発電(10kW未満)対世帯数FIT太陽光導入比の比較 積上げ横棒グラフ
2021年度

（「区域の電気使用量」は
2020年度のデータ）

・区域の世帯数当たり太陽光発電設備の導入件数を同一集計区分の地方公共団体と比較

地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャルの把握 ※データ取得年度（エネルギー種類によって年度が違うため）

　１　地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

　　１）区域内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 円グラフ 2022年度 ・「REPOS（リーポス）」に掲載されている再生可能エネルギーのポテンシャル情報（設備容量、発電電力量）

　　２）区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力） 横棒グラフ 2022年度 ・再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力）値との比較

　　３）区域内のエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル（電力） 縦棒グラフ 2022年度 ・エネルギー消費量と再エネ導入ポテンシャルの比較

　2　他の地方公共団体における再生可能エネルギー導入ポテンシャル

　　４）他の地方公共団体におけるエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル 横棒グラフ 2022年度 他の地方公共団体の電力使用量と再エネ導入ポテンシャルの差分の比較

※人口規模の近い他の地方公共団体との排出量の比較シート、特定事業所集計表シートも付録しています。
他の地方公共団体との比較
　１　部門・分野別排出量の比較（標準的手法）（令和元年度（2019年度）)

　　１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の比較 積上げ横棒グラフ 2019年度
・標準的手法に基づく区域全体のCO₂排出量及びCO₂排出量の部門構成比を、人口
が近い28市区町村(都道府県の場合は47都道府県)で比較しています。

　　２）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）構成比の比較 100％積上げ横棒グラフ 2019年度
・標準的手法に基づく区域全体のCO₂排出量及びCO₂排出量の部門構成比を、人口
が近い28市区町村(都道府県の場合は47都道府県)で比較しています。

　２　区域全体の排出量に占める特定事業所排出量比率の比較（令和元年度（2019年度）)

　　３)産業部門 積上げ横棒グラフ 2019年度
・標準的手法に基づく区域全体のCO₂排出量及びCO₂排出量の部門構成比を、人口
が近い28市区町村(都道府県の場合は47都道府県)で比較しています。

　　４)業務その他部門 積上げ横棒グラフ 2019年度
・標準的手法に基づく区域全体のCO₂排出量及びCO₂排出量の部門構成比を、人口
が近い28市区町村(都道府県の場合は47都道府県)で比較しています。

　３　特定事業所排出量の比較（令和元年度（2019年度）)

　　５)特定事業所排出量の比較 積上げ横棒グラフ 2019年度
・特定事業所の排出量、事業所、部門構成比を、人口が近い２８市町村（都道府
県の場合は47都道府県）で比較しています。

　　６)特定事業所数の比較 積上げ横棒グラフ 2019年度
・特定事業所の排出量、事業所、部門構成比を、人口が近い２８市町村（都道府
県の場合は47都道府県）で比較しています。

　　７)特定事業所排出量の部門別構成比の比較 100％積上げ横棒グラフ 2019年度
・特定事業所の排出量、事業所、部門構成比を、人口が近い２８市町村（都道府
県の場合は47都道府県）で比較しています。

特定事業所集計表シート

　特定事業所集計表

　　特定事業所集計表 表 2009年度～2019年度 ・特定事業所の事業所数と排出量の集計表（日本標準産業分類別）



10 

5. 各項目について 
 CO2 排出量の傾向把握シート 
１ 地方公共団体の区域全体の排出量(標準的手法) 

※各グラフ、各表は例として札幌市を示す。 
１）排出量の部門・分野別構成比 2005（平成 17）年度 
２）排出量の部門・分野別構成比 2013（平成 25）年度 
３）排出量の部門・分野別構成比 2020（令和 2）年度 

 2005（平成 17）年度、2013（平成 25）年度及び 2020（令和 2）年度）の区域
全体の CO2 排出量の部門・分野別構成比を示しています。 

１）～３）では、標準的手法に基づく区域の部門・分野別 CO2 排出量の構成比を
円グラフで掲載しています。外側の円が産業部門、業務その他部門、家庭部門、運
輸部門、廃棄物分野です。内側の円は、産業部門、運輸部門の内訳を表していま
す。 

 

 
  



11 

 右表は、グラフの基データで
す。 
あらかじめ、標準的手法に基づく
推計結果を記載していますが、独
自に部門・分野別の CO2 排出量
の推計を行っている場合、水色の
セルの値を差し替えることで、グ
ラフに反映させることができま
す。 

 
４）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 

標準的手法に基づく区域の部門別 CO2 排出量の経年変化を示しています。区域の
部門・分野別の CO2 排出量がどのように増減してきているのかを把握します。 

 
 
５）部門・分野別構成比の比較（都道府県及び全国平均） 

地方公共団体の部門・分野別排出量の構成比を都道府県平均、全国平均と比較し
ています。自身の地方公共団体の部門・分野別構成比を相対的に把握することでき
ます。 
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 活動量の現状把握シート 
１ 地方公共団体の活動量 
１）部門・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移） 

2005（平成 17）年度及び 2007（平成 19）年度以降の部門・分野別の CO2 排出
量の推計に用いた按分指標の推移を示しています。それぞれの指標の経年変化を把
握することで、排出量の要因となる活動量がどのように増減しているかを確認する
ことができます。 

産業部門（製造業）は製造品出荷額等、産業部門（建設業・鉱業）、産業部門（農
林水産業）、業務その他部門は従業者数、家庭部門は世帯数、運輸部門（自動車）は
自動車保有台数、運輸部門（鉄道）は人口、運輸部門（船舶）は入港船舶総トン数
の推移を示しています。 

廃棄物分野（一般廃棄物）は、按分ではなく焼却施設ごとに処理量から推計して
いるため、推計した CO2 排出量の推移を示しています。 

 

廃棄物分野（一般廃棄物） - CO2排出量
(千t-CO2)
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 特定事業所の現状把握シート 
１ 地方公共団体の区域全体の排出量（標準的手法） 
１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化 

標準的手法に基づく区域全体の部門・分野別の CO2 排出量の推計結果の経年変化
を示しています。区域全体の部門・分野別の排出量がどのように増減しているのか
を把握できます。 

なお、ここで示す「温室効果ガス（CO2）排出量」は「エネルギー起源 CO2」と
「非エネルギー起源 CO2」、「非エネルギー起源 CO2（廃棄物の原燃料使用）」との
合計となります。 

 
２）地方公共団体の区域全体の排出量部門・分野別構成比 

標準的手法に基づく区域の部門・分野別の CO2 排出量推計結果の構成比を示して
います。直近年の区域全体の CO2 排出量がどの部門からどの程度排出されているの
かを把握します。なお、グラフは特定事業所データの最新年度に合わせて記載して
おり、現況推計の最新年度とは必ずしも一致しません。 
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２ 特定事業所の排出量 
３）特定事業所排出量の推移 

区域の特定事業所からの部門別排出量の経年変化を示しています。区域の特定事
業所からの部門別の排出量がどのように増減しているのかを把握できます。 

なお、ここで示す「区域の特定事業所からの部門別排出量」には、CO2 以外の温
室効果ガス（CH4、N2O 等）も含まれています。 

 

 
４）特定事業所の排出量部門別構成比 

 区域の特定事業所からの CO2 排出
量の部門別構成比を示しています。
直近年の特定事業所からの CO2 排出
量がどの部門からどの程度排出され
ているのか把握します。 

 
 
 

３）４）の下部にある表は、３）４）の基データです。あらかじめ、環境省「温
室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度」の特定事業所からの排出量を記載して
いますが、独自に排出量を把握している場合、水色のセルの値を差し替えること
で、グラフに反映させることができます。 

 
３ 特定事業所数及び１事業所当たり排出量 
５）特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業部門） 
６）特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他部門） 
７）特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部門） 
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区域の各部門（産業部門、業務その他部門、エネルギー転換部門）の特定事業所
数と１事業所当たり排出量の推移を集計しています。 

 
８）製造業中分類別１事業所当たりの排出量（全国平均値との比較） 
９）業務その他部門大分類別１事業所当たりの排出量（全国平均値との比較） 
10）エネルギー転換部門細分類別１事業所当たりの排出量（全国平均値との比較） 

 区域の各部門（産業部門、業務その他部門、エネルギー転換部門）の特定事業所
の 1 事業所当たり排出量を全国平均と比較を示しています。区域の特定事業所の排
出規模を、ある程度把握することが可能です。なお、産業部門は、エネルギー多消
費業種とそれ以外の業種で分けて記載しています。 
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年間発電電力量[kWh/年]＝定格出力[kW]×設備利用率[％]×24[時/日]×365[日/年] 

 再エネ導入量の把握シート 
１ 地方公共団体における再生可能エネルギー導入状況 
 １）区域の再生可能エネルギーの導入容量 

 区域の FIT 制度で認定された再生可能エネル
ギー（電気）のうち買取りを開始した設備（以
下「FIT 制度による再生可能エネルギー」といい
ます。）の導入容量比率を示しています。直近年
の FIT 制度による再生可能エネルギーの導入容
量構成比を把握することで、区域内でどの再生
可能エネルギーがどの程度普及しているのかを
把握できます。 
 区域に導入されている再生可能エネルギー導
入容量を地方公共団体独自で把握している場合
は、水色のセルを更新してください。 

 
なお、再生可能エネルギーによる発電電力量

は、区域の再生可能エネルギーの導入容量と設備利用率から推計したものとなりま
す。 

表 5-1 各種再生エネルギーの設備利用率 
種類 設備利用率 出典 

太陽光発電
（10kW 未満） 

13.7% 経済産業省 調達価格等算定委員会「平成 29 年度以降の調達価格
等に関する意見」（平成 28 年 12 月 13 日）※1 

太陽光発電
（10kW 以上） 

15.1％ 経済産業省 調達価格等算定委員会「平成 29 年度以降の調達価格
等に関する意見」（平成 28 年 12 月 13 日）※1 

風力発電 24.8% 経済産業省 調達価格等算定委員会「平成 29 年度以降の調達価格
等に関する意見」（平成 28 年 12 月 13 日）※1 

水力発電 60.0% 内閣府「コスト等検証委員会報告書」（2011 年 12 月 19 日）※2 
地熱発電 80.0% 内閣府「コスト等検証委員会報告書」（2011 年 12 月 19 日）※2 
バイオマス発電 80.0% 内閣府「コスト等検証委員会報告書」（2011 年 12 月 19 日）※2 

※１: 経済産業省 調達価格等算定委員会「平成 29 年度以降の調達価格等に関する意見」
（平成 28 年 12 月 13 日） 

＜http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/data/pdf/20161219002_01.pdf＞ 
※2:内閣府「コスト等検証委員会報告書」（2011 年 12 月 19 日） 

＜https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20111221/hokoku.pdf＞ 
 

また、年間発電電力量については以下の式を用いて算出しています。 
 

 
 

区域の再生可能 

エネルギー導入容量計 
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２）区域の再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化 
 区域の FIT 制度による再生可能エネルギー別導入容量累積の経年変化を示してい
ます。区域の FIT 制度による再生可能エネルギー別導入容量がどのように増加して
きているのかを把握できます。 

 
３）区域の太陽光発電(10kW 未満)の導入件数累積の経年変化  

区域の FIT 制度による再生可能エネルギーのうち太陽光発電（10kW 未満）設備
の導入件数累積の経年変化を示しています。 
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２ 他の地方公共団体との再生可能エネルギー導入状況の比較 
４）他の地方公共団体との再生可能エネルギー別導入容量の比較 

FIT 制度による再生可能エネルギー別導入容量を、人口が近い 28 市区町村（都道
府県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 

人口が近い地方公共団体と比較することで、自身の区域における再生可能エネル
ギーの普及状況を相対的に把握することができます。  
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３ 他の地方公共団体との再生可能エネルギー普及率等の比較 
５）他の地方公共団体との対消費電力 FIT 導入比の比較 

 区域の電気使用量のうち再生可能エネルギーによる発電電力量が賄うことのでき
る比率（以下「対消費電力 FIT 導入比」といいます。）を、人口が近い 28 市区町村
（都道府県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 
 なお、対消費電力 FIT 導入比は、以下の式から求めています。 

 

区域の対消費電力 FIT 導入比 [%]

=
区域の再生可能エネルギー設備による発電電力量 [𝑘𝑊ℎ]

区域の電気使用量 [𝑘𝑊ℎ]
 

 
 区域の再生可能エネルギーによる発電電力量は、区域の再生可能エネルギーの発
電容量と調達価格等算定委員会「調達価格等に関する意見」の設備利用率から推計
しています。設備利用率は実際には地域差等があることから、推計値は実際の発電
電力量とは一致しません。目安として御活用ください。 

 区域の電気使用量は、算定手法編の標準的手法を参考に、総合エネルギー統計及び
都道府県別エネルギー消費統計の部門別の電気使用量を各部門の活動量で按分して推
計しています。地方公共団体独自に区域の電気使用量を把握している場合は、表中の
セルの値を更新することで、グラフに反映することができます。 
 
６）他の地方公共団体との太陽光発電（10kW 未満）対世帯数 FIT 太陽光導入比の比
較 

 区域の世帯数当たりの太陽光発電（10kW 未満）設備の導入件数比率（以下「対
世帯数 FIT 太陽光導入比」といいます。）を、人口が近い 28 市区町村（都道府県の
場合は 47 都道府県）で比較しています。 
 なお、世帯数 FIT 太陽光導入比は、以下の式から求めています。 
 

区域の太陽光発電 ቀ10kW 未満ቁ の対世帯数 FIT 太陽光導入比 [％]

=
区域の太陽光発電 ቀ10kW未満ቁ設備の導入件数 [件数]

区域の世帯数 [世帯数]
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 再エネ導入ポテンシャルの把握シート 
１ 地方公共団体の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 
１）区域内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 
 2023（令和 5）年 3 月時点で再生可能エネ
ルギー情報提供システム「REPOS（リーポ
ス）」に掲載されている再生可能エネルギーの
ポテンシャル情報（設備容量、発電電力量）
を示しています。各エネルギー種のデータ算
出時点は REPOS のウェブサイトを参照くだ
さい。 

区域内における再生可能エネルギー別の導
入ポテンシャルの割合やポテンシャル情報
（設備容量、発電電力量）を把握することが
できます。 
 ※2023（令和 5）年 3 月より公開中のカル
テにおける太陽光導入ポテンシャルは以前とカテゴリーが異なり、住宅等のポテンシ
ャルだけでなく、商業施設や農地などポテンシャル推計を対象としているカテゴリー
全ての値を示しているため、以前のカルテと比べて、市町村における太陽光導入ポテ
ンシャルが大幅に増大した可能性があります。 
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２）区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電力） 
 「再エネ導入量の把握シート」にて示している再生可能エネルギー導入量と、再生
可能エネルギーのポテンシャル情報（発電電力量）を並べて示しています。ポテンシ
ャルに占める既導入量を把握することにより、今後導入対象とすべき再生可能エネル
ギーの検討材料とすることができます。 

 
３）区域内のエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル（電力） 
 区域内のエネルギー消費量と、再生可能エネ
ルギーのポテンシャル情報（発電電力量）を示
しています。エネルギー消費量は、「再エネ導入
量の把握シート」における最新年の「区域の電
気使用量」を用いています。 
 再生可能エネルギーのポテンシャルがエネル
ギー消費量よりも大きい場合、区域内のエネル
ギー消費量を再生可能エネルギーで賄える可能
性があることを示します。 
 一方で、再生可能エネルギーのポテンシャル
がエネルギー消費量よりも小さい場合、ポテン
シャルと同量の再生可能エネルギーを導入しても、現状の区域内のエネルギー消費量
を賄うことが難しい可能性があることを示します。 
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２ 他の地方公共団体における再生可能エネルギー導入ポテンシャル 
４）他の地方公共団体におけるエネルギー需要に対する再エネ導入ポテンシャル 
 同一都道府県内（※北海道の場合は、道北・道東・道央・道南のエリア）の各市区
町村におけるエネルギー消費量と再生可能エネルギーのポテンシャルの差分を示して
います（全国版のカルテでは全都道府県を示しています）。 

近隣の市区町村の再生可能エネルギーの余剰量・不足量が一覧で把握できるため、
再生可能エネルギーの導入促進対象とする地域の検討や、自治体間での連携の模索な
どに役立てることができます。 

 他の地方公共団体との比較シート（項目の番号はカルテに対応） 
1 部門・分野別排出量の比較（標準的手法） 
１）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の比較 
２）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）構成比の比較 
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6,895,131

868,108

4,236,405

244,197

748,501

2,070,915

551,796

1,284,716

1,939,496

2,797,213

0 5,000,00010,000,00015,000,000

再エネ余剰量（MWh）

000111

黒松内町

札幌市

島牧村

積丹町

新篠津村

新十津川町

寿都町

砂川市

滝川市

秩父別町

千歳市

月形町

当別町

泊村

奈井江町

⾧沼町

南幌町

仁木町

ニセコ町

沼田町

再エネ不足量（MWh）
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標準的手法に基づく区域全体の CO2 排出量及び CO2 排出量の部門構成比を、人口
が近い 28 市町村（都道府県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 
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２ 区域全体の排出量に占める特定事業所排出量比率の比較 
３）産業部門 
４）業務その他部門 

特定事業所の排出量、事業所数、部門構成比を、人口が近い 28 市町村（都道府
県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 
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３ 特定事業所排出量の比較 
５）特定事業所排出量の比較 
６）特定事業所数の比較 
７）特定事業所排出量の部門別構成比の比較 

特定事業所の排出量、事業所数、部門構成比を、人口が近い 28 市町村（都道府
県の場合は 47 都道府県）で比較しています。 


